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は、企業側の理由および活動の変化も見逃せない。企業はグローバルな競争激化と貿易投資障壁の低下を受けて、安価な労働力、新しい市場および資源を求めて途上国進出を拡大している。また、従来公共部門が担当していたインフラ整備のような分野でも民間企業および民間資本・資金主体で実現しているものが急増して る。こ 動きは、公的債務残高 抑制 つつもインフラ整備を進めたい途上国政府も積極的に進めてきたものである。
　この民間企業の最近の動きの中で特筆す





















て提示されてい 一つの議論、つまり「消費者は社会的責任が大事だというが 実際にそのために高い価格を支払う人がどれだけいるのか？」は、プレミアムがシステムに組み込まれ いるフェアトレード サステナビリティにも共通のものであり 今後の検討課題と言えよう。
　ＢＯＰビジネスの定義については






































































の施設（悪い言葉で言えばハコモノ）または生産性向上のための技術協力を得意としており、供給者側と需要者なりマーケットをつなぐ流通・貿易に関する支援は、ハードの側面、つまり港湾・道路等の運輸システム整備を通じて行ってきているも の、サプライチェーンの改善等のソフト部分に対する支援は、必ずしも組織として ノウハウは蓄積されてき いないのが現状である。一方、フェアトレード 民間ベースで生産者からの直接買い付けを行うことを通
じた流通システムの効率化が一つの核であり、連携を進める上ではＪＩＣＡとしても同様の包括的な視野が求められる。この点については、日本の組織としてはジェトロが比較優位性を持つ分野であり、ジェトロとの連携を強化することも一つの方策ではないだろうか。
　もう一つの課題が、ＪＩＣＡのフェアト
レードへの関与がフェアトレードに関連する民間企業、ＮＧＯ、フェアトレード団体および生産者等 ステークホルダーに対しどのようなメリットを提供するかという点を真摯に検討することである。生産者支援については、フェアトレード 存在如何にかかわらず前節の通り取り組んでいるのであるが、特にフェアト 団体との連携における同団体に対す メリットについてはこれまでの検討は十分とはいえない。フェアトレード団体への支援については、既に「草の根技術協力事業」などを通じて一定の支援を行った実績があるが まずはこれらパイロット的な取り組みを積み上げ、きちんと評価していくこと 重要である。
　いずれにしても、協力の実績・成果や
D
fid
等他の援助機関の前例も参考としな
がら、民間企業、ＮＧＯ、フェアトレード団体、生産者、ＪＩＣＡがＷｉｎ・ Ｗｉｎ・Ｗｉｎとなるような方策を模索していく必要があるだろう。
（まつなが 　ひでき／国際協力機構中東欧州部）
